
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平塚市では、市内中小企業者等の経営の安定と振興を図るための制度融資を行っています。 

（市が一定の資金を取扱金融機関に預け、金融機関はこれに自己資金を加えて、市の定め 

 た条件により低利での融資を行うものです。） 

 

次の要件をすべて満たすことが必要です。 

１ 中小企業者※１・協同組合等※２・ＮＰＯ法人※３・個人事業主であること。 

２ 市内で１年以上継続して同一業種を営んでいること。（協同組合等や一部資金を除きます） 

３ 市税を完納していること。 

４ 中小企業信用保証制度の対象業種を営んでいること。 

５ 許認可等を必要とする事業においては、その許認可等を受けていること。 

注：上記要件を満たす場合であっても、「平塚市中小企業制度融資要綱」の規定によりご利用いただけない場合があ

ります（第３条第２項）。詳細は、平塚市役所産業振興課又は取扱金融機関にご確認ください。 

 

※１ 中小企業者とは、資本金、従業員数のいずれかが次の要件を満たすもの。 

業 種 資 本 金 従 業 員 

製造業、建設業、運輸業、ソフトウエア業・ 

情報処理サービス業、以下に掲げる以外の業種 ３億円以下 
３００人以下 

 ゴム製品製造業（タイヤ製造業等を除く。） ９００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

小売業（飲食業を含む。） ５，０００万円以下 ５０人以下 

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

旅館業 ５，０００万円以下 ２００人以下 

医業 ― ３００人以下 
 

※２ 協同組合等とは、中小企業団体の組織に関する法律に定める事業協同組合、事業協同小組合、
協業組合及び企業組合。また、商店街振興組合法に定める商店街振興組合。 

 
※３ ＮＰＯ法人とは、中小企業信用保険法に定める特定非営利活動法人。 

 

 

 制度融資をご利用いただける方 

令和７年度版 



平　塚　市　中　小

融資の対象者 資金使途

　中小企業者・協同組合等・ＮＰＯ法人 設備資金

　中小企業等経営強化法に基づき、市長から先端設備等
導入計画の認定を受けた方

設備資金

　ＣＯ２排出量が年間２%以上削減される設備を導入す
る中小企業者・協同組合等・ＮＰＯ法人

設備資金

　最近３か月の売上高又は売上総利益額が、前年同時期
と比較して減少した中小企業者・ＮＰＯ法人

セーフティ
ネット
保証資金

　中小企業信用保険法第２条第５項に該当し、市長の認
定を受けた中小企業者・ＮＰＯ法人

危機関連
保証資金

　中小企業信用保険法第２条第６項に該当し、市長の認
定を受けた中小企業者・ＮＰＯ法人

　保証付き融資の利用者で、返済条件の緩和を行ってお
り、経営改善の具体的な計画を有している中小企業者・
ＮＰＯ法人

借換え

　金融機関等の支援を受け事業承継を５年以内に行う事
業承継計画を策定、又は事業承継後５年以内の事業計画
を策定し、計画の実行に取り組む中小企業者・ＮＰＯ法
人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１

　中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律に
基づく県の認定を受けた中小企業者、又は事業を営んで
いない個人　　　　　　　　　　　　　　　　　　※２

　金融機関の事業性評価に基づき、長期資金を提供する
ことによりキャッシュフローが改善し、事業の拡大、持
続的発展が見込まれる中小企業者・協同組合等・ＮＰＯ
法人

運転・設備資金（借換え）

チ
ャ

レ
ン
ジ
ア
ッ

プ

資
金

　事業を創業しようとする方、又は創業してから５年未
満の中小企業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※４

運転・設備資金

⑨
事業性評価
保証資金

⑩
新創業

支援資金

― １ ―

経
営
安
定
化
資
金

⑤
経営

サポート
資金

　　運転資金・借換え（※）

※借換えの場合、国の借換保
証制度の対象となるものに限
る。また、経営サポート資金
については、既往借入金に平
塚市中小企業制度融資の借入
金を含んでいることが要件。

⑥

⑦リターン
アシスト
保証資金

⑧事業承継
支援資金

運転・設備資金（借換え）

融資の種類

振
興
資
金

①
運転資金 　中小企業者・協同組合等・ＮＰＯ法人 運転資金

②
設備資金

③
先端設備等

導入
支援資金

④
脱炭素設備

資金

１ 平塚市内での事業活動に要するもの（設備であれば、市内に設置されるものが対象）

２ 融資対象となる車両、設備等は融資申請者が所有し、かつ自らが使用するものであること
（賃貸業又はこれに類する業種は除く）

３ 資金使途が設備資金の場合は、設備等の納入・設置（登録）及びこれら設備等の設置に係る
工事着工が融資申込日後に行われること

４ 借換えが可能な資金は、資金使途に「借換え」と記載されている資金のみ

融資の対象となる使途



企　業　制　度　融　資　 令和７年４月１日現在

融資の限度額 返済期間／返済方法 保証人 担保

５，０００万円 2.3%以内
　１０年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

８，０００万円 2.1%以内
　１５年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

４，０００万円 2.1%以内
　１０年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

５，０００万円 1.6%以内
　１０年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

必
要
に
応
じ
て

付
け
る

８，０００万円
（別枠含む）

2.5%以内 　１５年以内／割賦返済

８，０００万円
（別枠含む）

2.0%以内 　１５年以内／割賦返済

  ３，０００万円
（ただし、運転資
金は１，０００万
円、設備資金は
２，０００万円が
限度額）※３

1.8%以内
　７年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

不
要

　　　　　　　　　　　　　　― ２ ― 

年利率（固定金利） 信用保証

５，０００万円

○１年以内
　1.8%以内
○１年超
　2.2%以内

　７年以内／割賦返済
（融資期間が１年以内のものについては一括返
　済も可能。１年を超える場合は６か月以内の
　据置期間を含む割賦返済も可能） 必

要
に
応
じ
て
徴
求
す
る
。
た
だ
し
、
法
人
の
代
表
者
以
外
の
連
帯
保
証
人
は
原
則
徴
求
し
な
い

必
　
要
　
に
　
応
　
じ
　
て
　
付
　
け
　
る

必
要
に
応
じ
て
付
け
る

信
　
用
　
保
　
証
　
料
　
補
　
助
　
制
　
度
　
が
　
利
　
用
　
可

利
子
補
給
制
度
が
利
用
可
※

必
要

８，０００万円 1.6%以内
　１０年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

必
要

２，０００万円
（別枠含む）

1.6%以内
　１０年以内／割賦返済
（１年以内の据置期間を含む割賦返済も可能）

※補助金の詳細は５ページ参照

※１ 金融機関、認定経営革新等支援機関又は神奈川県信用保証協会等の支援を受け、事業承継計画
又は事業計画を策定する必要があります。

※２ 経営承継準備関連保証又は特定経営承継準備関連保証に限ります。
※３ ⑩創業前の場合、創業資金総額の１０分の１の自己資金が必要です。
※４ ⑩創業関連保証又はスタートアップ創出促進保証に限ります。また、原則として過去に創業関連
以外の融資を利用したことがある場合は対象外です。

※５ 経営者保証ガイドラインに規定されている要件を満す場合及びスタートアップ創出促進保証を
付す場合及び事業者選択型経営者保証非提供制度を利用する場合は不要です。

※５



 

 資金の種類に応じて、次に掲げる書類をご用意ください。※提出先は、最下段をご覧ください。 

【資金名】①運転資金 ②設備資金 ③先端設備等導入支援資金 ④脱炭素設備資金 ⑤経営サポート資金 

⑥セーフティネット保証資金及び危機関連保証資金 ⑦リターンアシスト保証資金 

⑧事業承継支援資金 ⑨事業性評価保証資金 ⑩新創業支援資金  

                資 金 名 

書類内容 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

平塚市中小企業制度融資申込書 

（資金ごとに定める申込書） 
○ ○ ○  

 
○ ○ 

 
○ 

 

平塚市中小企業制度融資対象者確認申請書（兼貸付調書）    ○ ○   ○   

チャレンジアップ資金審査申請書          ○ 

先端設備等導入計画の申請書及び認定書の写し   ○        

経営改善計画書、保証申込額算出表の写し       ○    

事業計画書              ※１    ○    ○  ○ 

事業性評価シート         ○  

許認可等を必要とする業種は、その許可証等の写し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

財務書類等【例：確定申告、法人事業概況説明

書、登記簿謄本又は履歴事項全部証明書、決算

書（法人）、青色申告書（個人）】（写し可）※２ 

   

○ ○   

 

○ 

 

○ 

市税完納証明書（写し可） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

最近３か月と前年同時期の売上高又は売上総

利益額の推移を証明する書類【例：月別損益計

算書、月別残高試算表、売上台帳等の写し等】 

    

○ 

   

 

 

見積書  原 原 写    写※４ 原※４ 写※4 

カタログ（仕様書）  原 原 写    写※４ 原※４ 写※4 

設計図の写し（店舗新築・改装の場合）  ○ ○ ○    ○※４ ○※４ ○※4 

設置許可証又は変更許可証の写し    ※３  ○ ○ ○    ○※４ ○※４ ○※4 

その他、必要に応じて、その他の書類提出をお願いする場合があります。 

 

凡例 ○：必要 原：原本を提出 写：写しを提出 

※１ ⑧は、事業（承継）計画書又は県知事の承認が得られている認定書（写）及び申請書類一式（写）。 

※２ 資本金・従業員数・業種・創立年月日・融資利用状況の確認を行います。 

※３ 県「生活環境の保全等に関する条例」の指定事業所における該当する機械を購入する場合。 

※４ 設備資金の利用がある際には必要。 

注 ＮＰＯ法人の利用に関しては、平塚市役所産業振興課までお問合せください。 

 

 

 

  ○①～③・⑥・⑦・⑨ ⇒ 各取扱金融機関 ○それ以外の資金 ⇒ 平塚市役所 産業振興課 

 

－３－ 

 書類提出先 

 必要書類一覧 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【融資実行後】 

金融機関は、原則年１回、市に経営状況確認

（モニタリング）を報告する必要があります。 

 

１振興資金（①小企業運転資金、②運転資金、③設備資金、④中元・年末資金）の場合 １振興資金（①小企業運転資金、②運転資金、③設備資金、④中元・年末資金）の場合 １振興資金（①小企業運転資金、②運転資金、③設備資金、④中元・年末資金）の場合 １ 振興資金、リターンアシスト保証資金及び事業性評価保証資金の場合 

※必要な場合 申込者 
取扱 

金融機関 

神奈川県 

信用保証 

協会 

①融資申込 

④融資実行 

②保証申込

③保証承諾 

 手続きの流れ 

２ 脱炭素設備資金、経営サポート資金及び事業承継支援資金の場合 

４ 新創業支援資金の場合 

３ セーフティネット保証資金及び危機関連保証資金の場合 

―４－ 

※必要な場合 申込者 
取扱 

金融機関 

神奈川県 

信用保証 

協会 

産業振興課 

①申請書提出 

 

②確認書交付 

③融資申込 

⑥融資実行 

④保証申込

み 

⑤保証承諾 

申込者 
取扱 

金融機関 

神奈川県 

信用保証 

協会 

産業振興課 

①保証認定申請 

②認定書発行 

③融資申込 

⑥融資実行 

④保証申込

⑤保証承諾 

申請者 

平塚市 

 

(産業振興課) 

神奈川県 

信用保証 

協  会 

金融機関 

⑥申請書、事業計画書 

③ シュ 

①事前相談 

⑬モニタリング報告※年 1 回 

④特定創業支援等事業
の証明書発行申請 

⑨
保
証
依
頼 

⑩
保
証
承
諾 

②特定創業 

支援等事業 
の受講 

③特定創業支援等事業の
受講の証明 

⑤特定創業支援等事業

の証明書発行 

認定連携 

創業支援 

等事業者 

⑪融資実行 

⑧融資申込 

⑦融資対象者確認書 ⑫融資実行報告 

※新創業支援資金の利用を希望する場合は、事前に金融総合案内窓口に御相談ください。 

 



【市の制度融資に付随する補助金制度】 

 

 

 

 

 

―５― 

利子補給制度 信用保証料補助制度 

平塚市では、市の制度融資を受けた際の借入利子に対し、

一定の補助をしています。 

返済能力がありながら金融信用力が乏しいために、金融機

関の融資を受けることが困難な中小企業者のために、神奈

川県信用保証協会がその責務を保証する制度があります。 

平塚市では、市の制度融資を受けた際に支払った保証料に

対して、一定の補助をしています。 

■対象融資と補助内容 

対象融資 補助内容※ 補助期間 

②振興資金（設備資金） 

⑤経営サポート資金 

⑥セーフティネット保証資金 

 危機関連保証資金 

⑦リターンアシスト保証資金 

⑨事業性評価保証資金 

２分の１ 

２年間 

③振興資金（先端設備等導入支援資金） 

⑧事業承継支援資金 
全額 

（上限 12 万 5千円） 

④振興資金（脱炭素設備資金） ３年間 

⑩新創業支援資金 全額 

（上限なし） 

融資完済 

まで 

 

利子補給金及び信用保証料補助金の返還を求められ、指定された期日ま

でに返還されない方については、新たな利子補給金及び信用保証料補助金

の交付は行いません。 

 

※利子補給は年２回、半期ごとに行いますが、半期につき上限を１２万５

千円とします。また、１００円未満は切り捨てとなります。ただし、セ

ーフティネット保証資金（新型コロナウイルス感染症による４号認定

のものに限ります）及び危機関連保証資金に係るものは、半期につき上

限を２５万円とします。 

■対象融資 

 「平塚市中小企業制度融資要綱」に基づく融資 

■補助内容 

保証料払込額 補助内容 

１０万円以下又は

新創業支援資金 
全額 

１０万円超 

１０万円＋（払込額―１０万円）×0.5 

※ 中小企業者等は２５万円まで 

「平塚市イクボス宣言企業」登録事業

者に対する保証料の補助については 

３０万円まで 

危機関連保証資金に係るもの又は協同

組合等は５０万円まで※ １００円未

満の端数は切り捨て 

  繰上償還をし、保証協会から保証料の還付を受けた場合、補助金の

全額又は一部を返還していただきます。 

  なお、指定された期日までに返還がされない方については、新たな

信用保証料補助金及び利子補給金の交付は行いません。また、利子補

給金の返還を求められ、指定された期日までに返還されない方につい

ても同様に交付は行いません。 

■必要要件 ■必要要件 

・市税を完納していること。（市民税、固定資産税、法人市

民税、軽自動車税） 

 

・原則として引き続き市内に事業所を有し、現に営業して

いること。（ただし、新創業支援資金については、これか

ら創業しようとしている方又は創業して５年未満の方も

対象とします。） 

・市税を完納していること。（市民税、固定資産税、法人

市民税、軽自動車税） 

 

・原則として引き続き市内に事業所を有し、現に営業して

いること。（ただし、新創業支援資金については、これ

から創業しようとしている方又は創業して５年未満の

方も対象とします。） 

○ 補助金の交付には、時期ごとに別途申請が必要です（市から通知書類を送付します）。 

○ 申請期間中にお手続きいただけなかった場合は、交付できませんのでご注意ください。 



 

 

 

 

 

 

 

マル経融資は、経営改善を図ろうとする小規模事業者の方々を支援するため、平塚商工会議所

の推薦により、無担保・無保証人・低金利で融資を受けられる公的融資制度です。（貸出機関は日

本政策金融公庫） 

融資対象者 

 ◆常時使用する従業員が２０人以下（商業・サービス業の場合は 5人以下）の法人・個人事業主の方 

 ◆商工会議所の経営指導員による経営指導を原則 6ヶ月以上受けている方 

 ◆義務納付税額（所得税・法人税・事業税・県市民税）を完納している方（納期到来分） 

 ◆1年以上事業を営んでいる方 

 ◆商工業者であり、かつ、日本政策金融公庫（国民生活事業）の非対象業者でない方 

融資条件 

融資上限額：2,000万円（最小融資額１０万円） 

利率：日本政策金融公庫が定める所定利率  

※令和 2年4月 1日以降実行分からは平塚市の利子補給制度の対象です（２４月）。 

平塚商工会議所の経営指導員によるモニタリングを受ける必要があります。 

申込・問い合わせ先 

お申込みにあたっては、平塚商工会議所の経営指導員による経営指導を受ける必要があります。 

詳細につきましては、平塚商工会議所中小企業相談所 

（℡０４６３－２２－２５１１・０４６３－２２－２５１２）までお問合せください。 

 平塚商工会議所 中小企業相談所 経営支援課  ℡２２－２５１１ 

市内事業者の経営安定と振興を図るため、資金の借換え、集約化に対応できるよう一部の資金

使途に借換えを加えています。この借換えは国の借換保証制度の対象となるものに限ります。（借

換保証制度については、県信用保証協会までお問合せください） 

１借換えを行う場合に利用できる資金 

  経営安定化資金のうち、経営サポート資金、セーフティネット保証資金、危機関連保証資金及び事業承継

支援資金とします。 

２借換えの対象となる既往借入金 

次のいずれかの要件を満たす運転資金とします。（事業承継支援資金に借り換える場合は除きます） 

① 市制度融資の既往借入金。ただし、県信用保証協会の保証付き融資の場合に限ります。 

② 市制度融資以外の県信用保証協会の保証付き既往借入金。ただし、市制度融資と併せて借り換える場

合に限ります。 

③ 市制度融資以外の県信用保証協会の保証付き既往借入金。（※セーフティネット保証資金及び危機関連

保証資金に借り換える場合） 

３借換えを取り扱うことができる金融機関 

原則として、既存残高分と同一金融機関からの取り扱いとします。 

４資金使途 

借換えにより新たに借り入れる資金の使途は、運転資金のみとします。（※事業承継支援資金は設備資金分

との併用も可能） 

※リターンアシスト保証資金及び事業性評価保証資金は、県信用保証協会の保証を前提としているため、

上記１～４とは異なります。保証制度については、県信用保証協会までお問合わせください。 

 

平塚市中小企業制度融資における借換えについて 

 

―６― 

小規模事業者経営改善資金（マル経融資）について 
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  お問合せ・相談窓口  

平塚市 金融総合案内窓口 

開設時間：９：３０～１２：００、１３：００～１６：３０ 

電  話：（０４６３）２３－１１１１ （内線）２５８９ 

所 在 地：〒２５４－８６８６  平塚市浅間町９番１号（平塚市役所 本館５階） 

平塚市産業振興課（８：３０～１７：００）電話：（０４６３）２１－９７５８（直通） 

 

 

 

 

 

 

 

振興資金（運転資金、設備資金、先端設備等導入支援資金）、セーフティネット保証資金、危機関

連保証資金、リターンアシスト保証資金、事業性評価保証資金については、次の取扱金融機関に直接

ご相談・お申込みください。 

横 浜 銀 行 平塚支店 （０４６３）２２－２６００ 

及び秦野支店・東海大学駅前支店・大磯支店 

二宮支店・茅ヶ崎支店・寒川支店・藤沢中央支店 

小田原支店 

ス ル ガ 銀 行 平塚支店 （０４６３）２１－３４４１  

平 塚 信 用 金 庫 本店営業部（０４６３）２３－１２３４ 及び市内各支店・東海大学駅前支店・伊勢原支店 

中 南 信 用 金 庫 旭支店  （０４６３）３２－３２５０ 

及び本店営業部・市内各支店・伊勢原支店 

高麗支店、厚木南支店・二宮支店・下中支店 

国府支店・茅ヶ崎支店・高森支店・中井支店 

中里支店・林支店 

中 栄 信 用 金 庫 平塚支店 （０４６３）３３－５２１１ 

及び本店営業部・市内各支店 

東海大学駅前支店・鶴巻中央支店 

伊勢原支店・伊勢原南口支店・愛甲石田支店 

鶴巻駅前支店・秦野駅前支店 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 茅ヶ崎支店 （０４６７）８５－２５３１  

神 奈 川 銀 行 平塚支店 （０４６３）３１－２９８１ 及び高村支店・下大槻支店 

静 岡 中 央 銀 行 平塚支店 （０４６３）５４－１１００  

静 岡 銀 行 平塚支店 （０４６３）２２－５５１１  

み ず ほ 銀 行 平塚支店 （０４６３）２２－１７６１  

さ が み 信 用 金 庫 

 

二宮支店 （０４６３）７２―２５１１ 

 

及び渋沢支店 

 

（R7.4.1） 


